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１．2024年３月期第３四半期の業績（2023年４月１日～2023年12月31日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第３四半期 23,026 7.5 1,220 △23.0 1,212 △26.7 824 △26.8
2023年３月期第３四半期 21,415 11.2 1,585 15.9 1,654 25.1 1,126 26.6

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第３四半期 54.57 ―

2023年３月期第３四半期 74.67 ―

　

　
（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期第３四半期 19,595 12,692 64.8

2023年３月期 20,417 12,814 62.8

(参考) 自己資本 2024年３月期第３四半期12,692 百万円 2023年３月期12,814 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 ― 5.00 ― 30.00 35.00

2024年３月期 ― 6.00 ―

2024年３月期(予想) 32.00 38.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2024年３月期の業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 30,100 3.4 2,000 5.5 2,020 5.7 1,450 4.3 96.01

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期３Ｑ 16,292,942株 2023年３月期 16,292,942株

② 期末自己株式数 2024年３月期３Ｑ 1,185,662株 2023年３月期 1,199,462株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期３Ｑ 15,100,380株 2023年３月期３Ｑ 15,085,980株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中、円安の進行・原油高・物価上昇等の影響に

注意する必要がありますが、景気は一部で足踏みしつつも緩やかに回復しております。

　また、世界経済は一部地域において弱さがみられるものの持直しておりますが、物価上昇・地政学的リスク・金

融資本市場変動の影響にも十分注意する必要があります。

情報サービス業界におきましては、産業を問わずデジタル化・リモート化を前提にクラウド化・仮想化へと徐々

にシフトしていく中、ＩＴ活用及び情報セキュリティ対策の需要の高まりは衰えを見せない状況が続いておりま

す。また、ロボティクス技術による自動化及び開発プロセスのローコード化・ノーコード化をはじめ、ＩｏＴ・Ａ

Ｉ・メタバース・６Ｇ等デジタル技術の活用が一層加速していくことが想定される一方で、各種先端技術の担い手

不足は常態化しております。

このような状況の中、当社は、「中期経営計画24-26」で「発展・利益・還元サイクルの強化」を掲げておりま

す。事業拡大が進む中、一次請けの不採算案件に伴うコストの増加及び前年同四半期の反動減に対して、主に公共

関連及び民間インフラ事業が業績の改善に貢献しました。なお、足もとでは引続き、全社を挙げて巻き返しを進め

ております。

これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高は23,026百万円となり、前年同期と比べ増収とな

りました。利益面では、営業利益1,220百万円、経常利益1,212百万円、四半期純利益824百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期末における総資産は19,595百万円となり、前事業年度末と比べ821百万円減少しました。

前事業年度末と比べ増減した主な内容は次のとおりです。

売掛金及び契約資産は554百万円増加し6,501百万円、仕掛品は123百万円増加し137百万円となりました。当社は

年度末に完了するプロジェクトが比較的多いことから、四半期末の数値は前事業年度末と比べ仕掛品が増加する傾

向にあります。

投資有価証券は604百万円減少し3,198百万円となりました。これは主に、所有している投資有価証券の時価評価

によるものです。

このほか、現金及び預金は754百万円減少し4,786百万円となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年５月12日に発表いたしました業績予想に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,541,518 4,786,676

受取手形 2,636 －

電子記録債権 39,618 50,548

売掛金及び契約資産 5,946,753 6,501,545

商品及び製品 55,699 61,167

仕掛品 13,266 137,079

その他 276,322 176,257

流動資産合計 11,875,817 11,713,274

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,435,075 1,440,247

減価償却累計額 △969,403 △1,001,864

建物及び構築物（純額） 465,671 438,383

土地 3,002,419 3,002,419

その他 664,176 632,086

減価償却累計額 △482,427 △491,136

その他（純額） 181,749 140,949

有形固定資産合計 3,649,839 3,581,752

無形固定資産

ソフトウエア 142,411 110,953

その他 17,147 14,289

無形固定資産合計 159,559 125,243

投資その他の資産

投資有価証券 3,802,446 3,198,405

長期貸付金 117,000 87,000

その他 899,528 976,875

貸倒引当金 △87,000 △87,000

投資その他の資産合計 4,731,974 4,175,280

固定資産合計 8,541,374 7,882,276

資産合計 20,417,191 19,595,551
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,060,414 1,666,998

短期借入金 535,990 600,680

1年内償還予定の社債 240,000 180,000

1年内返済予定の長期借入金 567,338 711,811

未払法人税等 268,666 176,831

契約負債 299,833 281,936

賞与引当金 556,192 237,896

役員賞与引当金 30,000 22,500

株主優待引当金 8,233 －

工事損失引当金 － 25,174

その他 1,275,156 1,533,871

流動負債合計 5,841,825 5,437,699

固定負債

社債 160,000 80,000

長期借入金 920,234 891,282

繰延税金負債 583,257 396,785

長期未払金 97,750 97,750

固定負債合計 1,761,241 1,465,817

負債合計 7,603,066 6,903,517

純資産の部

株主資本

資本金 2,905,422 2,905,422

資本剰余金 2,167,886 2,177,822

利益剰余金 6,140,453 6,421,041

自己株式 △346,454 △342,479

株主資本合計 10,867,307 11,161,806

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,946,817 1,530,228

評価・換算差額等合計 1,946,817 1,530,228

純資産合計 12,814,124 12,692,034

負債純資産合計 20,417,191 19,595,551
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 21,415,411 23,026,087

売上原価 18,508,901 20,412,582

売上総利益 2,906,509 2,613,504

販売費及び一般管理費 1,321,496 1,393,062

営業利益 1,585,013 1,220,442

営業外収益

受取利息及び配当金 38,382 18,542

受取家賃 3,949 4,330

貸倒引当金戻入額 2,100 －

助成金収入 28,156 714

受取保険金 2,500 2,500

その他 10,448 11,519

営業外収益合計 85,537 37,607

営業外費用

支払利息 10,906 9,795

貸与資産減価償却費 1,896 2,203

貸倒損失 － 30,000

その他 3,352 3,452

営業外費用合計 16,155 45,451

経常利益 1,654,394 1,212,598

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,007

保険解約返戻金 16,517 －

固定資産売却益 3,485 －

ゴルフ会員権売却益 1,575 －

特別利益合計 21,578 1,007

税引前四半期純利益 1,675,973 1,213,606

法人税等 549,550 389,569

四半期純利益 1,126,423 824,036
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じる方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　


